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平成27年司法試験（著作権法 - 知的財産法第２問）

【設問１】 - 上映の差⽌請求
n Xの主張
l 本件映像フィルムは、映画の著作物（フィルムに固定されている）である（2条3項、10条1項7号）。
l 渓⾕・橋の選定、撮影時間帯、カメラ設置位置、構図及び露出調整が本件映像フィルムの本質的特徴である。
l 本件映像フィルムの本質的特徴の創作にはXしか関与していない。したがって、Xが、本件映像フィルムの全体的形

成に創作的に寄与した者であり、16条によりXが本件映像フィルムの著作権及び著作者⼈格権を有する。

16条
「映画の著作物の著作者は、その映画の著作物において翻案され、⼜は複製された⼩説、脚本、⾳楽その他の著作物
の著作者を除き、制作、監督、演出、撮影、美術等を担当してその映画の著作物の全体的形成に創作的に寄与した者
とする。ただし、前条の規定の適⽤がある場合は、この限りでない。」
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平成27年司法試験（著作権法 - 知的財産法第２問）

【設問１】- Xの主張 の続き
l 本件映画は、その構成要素として、本件映像フィルムの加⼯映像を取り込んでいる。
l 当該加⼯映像は、本件映像フィルムに依拠しており、本件映像フィルムの本質的特徴を直接感得することができる。

したがって、媒体に固定された本件映画は、本件映像フィルムを複製（当該加⼯に創作性が認められる場合は、翻
案の複製）したものである（ワン・レイニー・ナイト・イン・トーキョー事件最⾼裁判決、江差追分事件最⾼裁判
決）。

l Xは、本件映画において複製されている本件映像フィルムについて26条2項の頒布権を有する。

l Y⾃⾝による上映は上映権（22条の2）を侵害する。
l また、Yは映画製作会社であるため、放送会社などの外部業者に本件映画（本件映像フィルムが複製されている映

画）の複製物を上映のために譲渡する⾏為すると考えられる。この⾏為は、2条1項19号で定義される本件映像フィ
ルムの「頒布」に該当し、頒布権（26条2項）を侵害する。

l 本件映画の上映は公表権（18条1項）を侵害する。
l Xは実名での表⽰を希望していないので、「⾵景撮影 X」との表⽰は⽒名表⽰権（19条1項）を侵害する。
l 本件映画は同⼀性保持権（20条1項）侵害して作成されたものであるので、故意で本件映画の複製物を頒布（上映

のために譲渡）する⾏為は113条1項2号のみなし著作者⼈格権侵害に該当する。

26条2項 「著作者は、映画の著作物において複製されているその著作物を当該映画の著作物の複製物により頒布す
る権利を専有する。 」 5



平成27年司法試験（著作権法 - 知的財産法第２問）

【設問１】の続き
n Yの主張
uYは本件映像フィルムはYの法⼈著作物（15条1項）であると主張することが考えられる。
l職務著作規定は、映画著作物の著作者を規定する16条、映画著作物の著作権の帰属を規定する29条1項に優先する。
l職務著作が成⽴するための要件には、著作者が「法⼈等の業務に従事」していたことが含まれる。
l職務著作を主張する者と創作担当者との間に実質的な指揮監督関係があり、その結果、著作者が使⽤者から受領す

る対価が労務提供の対価と評価できるのであれば、「法⼈等の業務に従事」と⾔えると考える（アール・ジー・
ビー・アドベンチャー事件最⾼裁判決）。

Ø XがYのオフィスに出勤し⽉払いで報酬を受領していた点で、XとYの関係は雇⽤に類似する。しかしながら、本件
映像フィルムの創作活動、すなわち渓⾕・橋の選定と撮影現場での創作的撮影は、Yによる指揮監督から外れて、
専らXの裁量で⾏われたと認められる。したがって、「法⼈等の業務に従事」の要件は充⾜されない。

15条1項
「法⼈その他使⽤者（以下この条において「法⼈等」という。）の発意に基づきその法⼈等の業務に従事する者が職
務上作成する著作物（プログラムの著作物を除く。）で、その法⼈等が⾃⼰の著作の名義の下に公表するものの著作
者は、その作成の時における契約、勤務規則その他に別段の定めがない限り、その法⼈等とする。」
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平成27年司法試験（著作権法 - 知的財産法第２問）

【設問１】- Yの主張 の続き
uYは、29条1項により、本件映像フィルムの原始的著作権者であると主張することが考えられる。

uYは、2条1項10号所定の映画製作者（「映画の著作物の製作に発意と責任を有する者」）に該当する。
l巨額の製作費の責任主体となる映画製作者に著作権を原始取得させるのが合理的である上、それにより映画の著作

物の流通が円滑になるという29条1項の趣旨に鑑み、映画製作の意図を有する者であって、かつ、映画製作につい
て、法律上の権利・義務が帰属する主体であって、その結果、経済的な収⼊・⽀出の主体になる者は、「映画の著
作物の製作に発意と責任を有する者」と⾔えると考える（マクロス事件東京⾼裁判決）。

Ø 本件では、 Yが映画のテーマを企画した。また、Yが、外部業者との契約主体になることが予定されており、かつ
撮影に必要な費⽤の全てを負担した。これらの事情に鑑み、Yが2条1項10号所定の映画製作者に該当すると考える。

l Xは本件映像フィルムで構成される本件ドキュメンタリーの製作に参加した。

29条1項
「映画の著作物（第⼗五条第⼀項、次項⼜は第三項の規定の適⽤を受けるものを除く。）の著作権は、その著作者が
映画製作者に対し当該映画の著作物の製作に参加することを約束しているときは、当該映画製作者に帰属する。 」
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平成27年司法試験（著作権法 - 知的財産法第２問）

【設問１】- Yの主張 の続き
u本件映像フィルムは、未編集であり映画の著作物として完成していない。このような未完成映像に29条1項が適⽤

されるか問題になる。
l 映像フィルムが、映画製作計画において本来予定されていたとおりに完成していなくても、既に創作的表現がなさ

れており、かつ創作的編集をしなくても市場流通し得る段階に⾄っていれば、著作権を映画製作者に帰属させるこ
とにより映画の著作物に法的安定性を与えるという29条1項の趣旨が妥当するので、当該映像フィルムに29条1項が
適⽤されると考える（29条1項適⽤を否定した三沢市市勢映画事件控訴審判決は事例判断であると考える）。

l 本件では、本件映像フィルムは、未編集であるものの既に創作的表現がなされおり、かつ編集（創作性を伴わない
編集）をすれば映画著作物商品となり市場流通し得るものと認められる。したがって、29条1項が適⽤され、Yが本
件映像フィルムの原始的著作権者であると考える。

l なお、本件映像フィルムは未公表であったので、引⽤の抗弁が成⽴する余地はない。
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平成27年司法試験（著作権法 - 知的財産法第２問）

【設問１】- Yの主張 の続き
l 公表権について、YがXに⽀払った本件映像フィルム作成の対価には本件映像フィルムを上映することの対価も含ま

れていたと合理的に解釈される。したがって、18条2項3号の同意推定は複滅されない。
l ⽒名表⽰権侵害について、本件映像フィルムは著作者の⼈格⼜は主義を⽰すものではないから、Xの実名の表⽰に

よりりXの利益が害されるとは認められない。したがって、「⾵景撮影 X」を表⽰して本件映画を上映してはなら
ないとの差⽌請求は権利の濫⽤であると考える（19条3項参照）。

l 113条1項2号のみなし著作者⼈格権（同⼀性保持権）侵害について、 Yは20条1項4号の抗弁を主張することが考え
られる。しかしながら、本件映像フィルムを活⽤するためには、他の映像と単純に結合させればよく、合成加⼯の
必要性は認められない。したがって、20条1項4号の抗弁は成⽴しないと考える。

l以上のとおり、 113条1項2号のみなし著作者⼈格権（同⼀性保持権）侵害を理由とする上映のための譲渡の差⽌が
認められ得るが、Y⾃⾝による上映の差⽌は認められないと考える。

18条2項
「著作者は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に掲げる⾏為について同意したものと推定する。 （略）
三 第⼆⼗九条の規定によりその映画の著作物の著作権が映画製作者に帰属した場合 当該著作物をその著作権の⾏
使により公衆に提供し、⼜は提⽰すること。 」
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平成27年司法試験（著作権法 - 知的財産法第２問）

【設問２】 - 上映の差⽌請求
n Zの主張
l 本件能の振り付けは、書類⼜は映像の形で記録されていない無形の表現であっても、舞踊の著作物（10条1項3号）

として保護される。
l 本件映画では、その構成要素として、本件能の振り付けが複製されている。

n Yの主張
u複製の否認 ‒本件映画から本件能の創作的表現の本質的特徴を直接感得することができない。
Ø 本件能映像では能役者の動作を⾟うじて認識できるに過ぎず、本件能における創作的表現の本質的特徴の直接感得

が可能とは⾔えない。したがって、ワン・レイニー・ナイト・イン・トーキョー事件最⾼裁判決が⽰した複製の要
件が充⾜されない。
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平成27年司法試験（著作権法 - 知的財産法第２問）

【設問２】 - Yの主張の続き
u付随対象著作物利⽤の抗弁（30条の2）
l付随対象著作物利⽤の抗弁が認められるためには、付随対象著作物の占有割合、再⽣の程度等を考慮要素とする軽
微性の要件と、利⽤⽬的、分離の困難性等を考慮要素とする正当利⽤の要件の充⾜が要求される。

【軽微性の要件】
Ø 本件能映像の時間は約3分間に過ぎないこと、本件能映像の精度は能役者の動作を⾟うじて認識できるものに過ぎ

ないことから、軽微性の要件は充⾜されると考える。

【正当利⽤の要件】
Ø 撮影の際に本件能が実演されていることは意識されていなかった。すなわち、X（撮影者）は、本件映像を鑑賞さ
せることにより利益を得る⽬的を有していなかった。

Ø 本件ドキュメンタリーは定点撮影を前提とするので本件能の映り込みを回避するのは困難であった。付随対象事物
（映り込んだ物）の当該複製伝達対象事物（被写体）からの困難性は撮影時を基準に判断され、事故的分離困難性
（編集により付随対象事物を削除することの困難性）は要求されない。

Ø これらの事情に鑑みると、正当利⽤の要件も充⾜されると考える。
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【設問２】 - Yの主張の続き
l したがって、本件では、本件映像フィルムを撮像する際の本件能の映り込み（複製）について、付随対象著作物の

利⽤の抗弁（30条の2第1項）が認められると考える。
l 30の2第2項により、本件映像フィルム（作成伝達物）の利⽤に伴って、本件能映像をいずれの⽅法によるかを問わ
ず、利⽤することができる。すなわち、本件映像フィルムが複製された本件映画を上映するのに伴い本件能映像を
上映することができる。また、本件能映像が複製された状態で本件映画を上映のために譲渡することができる。
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